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較して６９百万円減少しました。
　一方、消費支出の部では、総額８９億
２百万円で前年度と比較して３億３百万
円増加しました。そのうち、人件費は、
５７億７４百万円で構成比率は６０．
２％と高い比率となっています。また、教
育研究経費は、２４億４９百万円で前年
度と比べて２１百万円増加となり、構成
比率は２５．５％となりました。
　資産処分差額は、３２百万円で前年度
と比べて５３百万円の減少となっています。
　消費収入から消費支出を差し引いた消
費収支差額は、１７億７百万円の消費支
出超過となり、翌年度繰越消費収支差額

が７６億 70 百万円の繰越消費支出超
過となります。消費収支均衡を図る上で
この繰越消費支出超過の改善を行わな
ければなりません。

３ 資金収支計算書について
　資金収支計算書とは、消費収支項目
に積立金や借入金等の外部資金を加え
て、当該会計年度の教育研究活動に対
応する全ての資金の収入・支出を明らか
にし、支払資金の収入・支出の経緯を明
らかにする指標です。
　平成２２年度と平成２１年度との比較
表は、図表２のとおりです。

平成２３年度予算は平成２３年３月２５日、平成２２年度決算は平成２３年５月２０日開催の理事会で
それぞれ承認されましたので、その概要を報告いたします。

Ⅰ 平成２２年度決算について

１ 平成２２年度決算概況
　平成２２年度決算については、図表１
～３をご覧ください。平成２２年度は、
主に看護学部の開設、大学および小学
校の２件の学校用地を購入したほか、山
添キャンパス校舎等建替整備計画による
第２号基本金への組入れを行い、その
結果が決算の各種指標に表れています。

２ 消費収支計算書について
　消費収支計算書とは、外部資金によら
ない収入（帰属収入）をどのように消費
したか（消費支出）および継続的に保持
する資産（基本金）にどのくらい配分した
か（帰属収入－基本金を「消費収入」と
いう。）を明らかにして、学校法人の永続
的な維持を図るため、消費収支の均衡の
有無を明らかにする指標です。
　平成２２年度と平成２１年度との比較
表は、図表１のとおりです。
　消費収入の部では、帰属収入が９５
億８６百万円で前年度と比較して１億
１１百万円増加しました。そのうち、学生
生徒等納付金が７７億８百万円で、在籍
学生数の増加により前年度と比較して２
億５３百万円増加となり、帰属収入に対
する構成比率は８０．４％となっています。
また、補助金は１２億９７百万円で前年
度と比較して７百万円減少となり、１３．
５％の構成比率となっています。これは、
国による就学支援金制度の実施により、
愛知県の補助金制度が変更になったこと
が主な要因です。
　次に基本金組入額は、大学および小
学校の２件の学校用地購入、現代マネ
ジメント学部校舎の外壁補修工事、大学
体育館空調機設置工事等による有形固
定資産の増加に伴う第１号基本金への組
入れ、山添キャンパス校舎等建替整備計
画による第２号基本金への組入れ、奨学
資金のための第３号基本金への組入れ、
第４号基本金の組入れで合計２３億９２
百万円となりました。この結果、消費収入
は、７１億９４百万円となり、前年度と比

図表 1  平成 22 年度消費収支計算書（平成 22 年 4 月 1 日～平成 23 年 3 月 31 日）

図表 2  平成 22 年度資金収支計算書（平成 22 年 4 月 1 日～平成 23 年 3 月 31 日）
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消 費 支 出 合 計 （ C ）
当 年 度 消 費 収 支 差 額（B-C）
前 年 度 繰 越 消 費 収 支 差 額
基 本 金 取 崩 額
翌 年 度 繰 越 消 費 収 支 差 額

7,708,413
186,890
41,192

1,297,193
136,231
30,788
125,712
60,178

9,586,597
 △2,392,318
7,194,280
684,902

80.4
1.9
0.4
13.5
1.4
0.3
1.3
0.6

100.0
△25.0
75.0

7,455,332
193,756
90,320

1,304,131
117,137

0
119,132
196,181
9,475,989
△2,212,997
7,262,991
877,175

253,081
△6,866
△49,128
△6,938
19,094
30,788
6,580

△136,003
110,608

△179,321
△68,711
△192,273

5,774,274
2,448,697
635,865
10,653
31,865
342

8,901,695
△1,707,415
△5,973,156
△10,467

△7,670,104

60.2
25.5
6.6
0.1
0.3
0.0
92.9

5,415,176
2,427,585
657,232
13,158
84,971
692

8,598,814
△1,335,823
△4,637,334

0
△5,973,157

359,098
21,112
△21,367
△2,505
△53,106
△350
302,881

消
費
支
出
の
部

消
費
収
入
の
部

科目 22 年度決算 構成比（％） 21 年度決算 差異
単位：千円

単位：千円

学 生 生 徒 等 納 付 金
手 数 料
寄 付 金
補 助 金
資 産 運 用 収 入
資 産 売 却 差 額
事 業 収 入
雑 収 入

人 件 費
教 育 研 究 経 費
管 理 経 費
借 入 金 等 利 息
資 産 処 分 差 額
微 収 不 能 額

帰 属 収 入 合 計 （ A ）
基 本 金 組 入 額 合 計
消 費 収 入 合 計 （ B ）
帰 属 収 支 差 額（ A - C ）

人 件 費 支 出
教 育 研 究 経 費 支 出
管 理 経 費 支 出
借 入 金 等 利 息 支 出
借 入 金 等 返 済 支 出
施 設 関 係 支 出
設 備 関 係 支 出
資 産 運 用 支 出
そ の 他 の 支 出
資 金 支 出 調 整 勘 定

学 生 生 徒 等 納 付 金 収 入
手 数 料 収 入
寄 付 金 収 入
補 助 金 収 入
資 産 運 用 収 入
資 産 売 却 収 入
事 業 収 入
雑 収 入
借 入 金 等 収 入
前 受 金 収 入
そ の 他 の 収 入
資 金 収 入 調 整 勘 定

7,708,413
186,890
37,896

1,297,193
136,231
1,530,338
125,712
311,260

0
482,935
577,336
△764,285
11,629,919
3,652,278
15,282,197

7,455,332
193,756
81,882

1,304,131
117,137
500,000
119,132
399,552
99,466
468,002
360,760

△956,551
10,142,599
4,175,974
14,318,573

253,081
△6,866
△43,986
△6,938
19,094

1,030,338
6,580

△88,292
△99,466
14,933
216,576
192,266
1,487,320
△523,696
963,624

当 年 度 資 金 収 入 合 計
前 年 度 繰 越 支 払 資 金
収 入 の 部 合 計

5,985,232
1,505,055
564,609
10,653
174,337
1,657,630
382,136
1,562,932
697,582
△471,074
12,069,091
3,213,106
15,282,197

5,813,433
1,562,151
587,293
13,158
172,523
1,400,968
634,002
787,972
374,416

△679,620
10,666,295
3,652,278
14,318,573

171,799
△57,096
△22,684
△2,505
1,814

256,662
△251,866
774,960
323,166
208,546
1,402,796
△439,172
963,624

当 年 度 資 金 支 出 合 計
次 年 度 繰 越 支 払 資 金
支 出 の 部 合 計
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入
の
部

支
出
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部

科目 22 年度決算 21 年度決算 差異






